
 

 
 

国税庁は令和 3事務年度の所得税及び消費税調査等の状況と法人税等の調査事績を公表しました。令和 2事務年度では、実地調査

件数が大幅に減少し、文書や電話等を用いた簡易な接触の件数が増加しておりましたが、令和 3 事務年度でも引き続き新型コロナウイル

ス感染症の影響により実地調査は低水準となりました。しかしながら、悪質な不正計算が見込まれる事案を優先して調査したことにより、追

徴税額の総額は、新型コロナウイルス感染症影響前の水準に近接しているようです。 

新型コロナウイルス感染症の影響により、北野会計事務所のお客様でも、ここ 2 年間税務調査は実施されていませんでした。しかし、今年の

7月以降 7件の税務調査の対応を行いました。そのうち 2件は 2～3年目の新人調査官であり、新型コロナウイルス感染症によって税務調

査の経験が少ないことによる研修のような調査と思われます。また、『自分のところに調査は来ないだろう』と思っている方もいらっしゃいますが、

今年に税務調査が実施されたお客様は、特に大きな変動や目につく増加・減少項目があったお客様ではありません。どのお客様でも税務調

査が実施される可能性があります。 

北野会計事務所では、書面添付制度の導入をお勧めしています。書面添付制度とは、税務申告書について「私（税理⼠）は税務の専

門家として、このように事実確認を行い、相談に応じ、適正に計算し整理して申告書を作成したので、税務調査を行う必要はない」ということ

を表明したものになります。そのため、税務調査の前に顧問税理⼠に意見を述べる機会が与えられ、意見聴取で不明点が解消されれば実

地調査が行われる可能性は低くなります。また、書面添付をしている税務申告書について、税務署内でも意見聴取や税務調査を行うために

それに見合う理由（税理⼠の記載内容を覆すほどの不正・不明事項）が必要になると考えられるため、意見聴取の対象にするには相応の

覚悟が必要になると思われます。 

【書面添付割合（単位：％）】 
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書面添付割合は少しずつ増加しています。まだまだ高いとは言えない状況ですが、北野会計事務所では、税務調査 0 件を目標に書面添

付の導入を促進しています。別途料金（月額20,000 円）が発生しますが、意見聴取後に税務調査に至った場合について、立会料や修

正申告等に対する手数料は、法人税や所得税では原則いただいておりません。書面添付制度に関するご質問、ご相談がある場合は、窓口

担当者までお問い合わせください。 

  （文責：大林 慶子） 
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税務調査と書面添付制度 

対前年比 対前年比 対前年比

調査件数 件 31,407 131.9% 23,804 59,683 16,908 152.7% 11,076 30,736 41,000 163.2% 25,000 76,000

申告漏れ所得金額 億円 4,198 140.3% 2,992 5,640 - - - - 6,028 114.0% 5,286 7,802

追徴税額 億円 804 150.8% 533 992 241 181.2% 133 281 2,307 119.2% 1,936 2,367

調査一件当たり

追徴税額
万円 256 114.3% 224 166 143 119.2% 120 91 570 73.0% 780.6 313.5

件数 件 568,340 118.8% 478,494 371,812 68,291 90.5% 75,437 36,585 67,000 98.0% 68,000 44,000

申告漏れ所得金額 億円 3,004 116.2% 2,586 2,250 - - - - 88 116.6% 76 42

追徴税額 億円 254 127.6% 199 140 71 147.9% 48 23 104 167.5% 62 27

所得税

令和3
令和2 令和元

消費税（個人事業者）
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令和 4年の動向 ～北野会計事務所の場合～ 

税務調査はイヤだ！という方は 

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

法人税 9.1 9.5 9.7 9.8 9.8

所得税 1.3 1.4 1.4 1.4 1.5

相続税 18.2 20.1 21.5 22.2 23.1


